
 

 

ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金実施要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 県は、「ながさきピース文化祭 2025」を契機に高まった文化芸術の機運を継承すると

ともに、文化芸術の力を活用した取組により培われた人材、つながり、知見その他の成果を

地域に還元することにより、文化芸術の振興、地域の活性化及び交流の促進を図るため、予

算の定めるところにより、ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付するものとし、その交付については、長崎県補助金等交付規則（昭和 40 年長崎

県規則第 16 号。以下「規則」という。）、長崎県文化観光国際部関係補助金等交付要綱（平

成 23 年長崎県告示第 470 号。以下「交付要綱」という。）、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令（昭和 30年政令第 255 号）その他関係法令の規定によるほか、この実施要綱

の定めるところによる。 

 

（補助事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当する事業とする。 

（１）次のいずれかに該当する事業であること。 

   ア 先導モデル創出型 

     新規性を有し、文化芸術による取組の展開を通じて、他の地域への波及や広域的な

発信が見込まれる事業 

   イ 地域文化芸術ステップアップ型 

     既存の文化芸術活動を基盤とし、新たな工夫や取組を加えることにより、地域にお

ける活動の定着及び広がり並びに担い手の育成につながる事業 

（２）県内で実施され、県民等が参加、鑑賞その他の方法により文化芸術に触れる機会が確

保された事業であり、特定の会員又は関係者のみを対象とする事業でないこと。 

（３）事業の効果が、文化芸術の発展、地域の活性化又は交流の促進につながるとともに、

補助事業終了後においても継続的な取組が見込まれる事業であること。 

（４）交付決定の日から翌年の２月末までに事業を完了し、かつ、補助対象経費の支払を完

了する事業であること。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号に該当する事業は、補助の対象としない。 

（１）文化芸術の振興を主たる目的としない事業 

（２）新たな工夫、地域への波及効果又は担い手の育成等が認められず、従前の事業と実質

的に同様の内容にとどまる事業 

（３）営利又は寄附金の募集を主たる目的とする事業 

（４）特定の政治的又は宗教的活動を主たる目的とする事業 

（５）県が交付する他の補助金、助成金、交付金その他これらに類する財政的支援の交付を

受ける同一の事業 

（６）事業主体の維持運営に要する経費の補填又は施設整備若しくは備品の購入を主たる

目的とする事業（別表第２に定める場合を除く。） 

（７）県外で実施する事業。ただし、事業の目的を達成するために必要と認められる場合は、

この限りでない。 

（８）公の秩序又は善良な風俗を害するおそれのある事業 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、県内の市町及び法

人格の有無を問わず県内に活動の本拠を有する団体（市町を除く。以下「団体」という。）

とする。 

２ 前項の団体は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）定款又はこれに準ずる規約等を有していること。 
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（２）団体の意思を決定し、執行する組織が確立されていること。 

（３）適正な会計処理を行うとともに、その内容を確認する体制を有していること。 

（４）事業を適切に実施する能力を有すると認められること。 

（５）長崎県税に未納がないこと。 

３ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する団体は、補助対象者としない。 

 （１）政治活動を主たる目的とする団体 

（２）団体又はその構成員等が、規則第５条の２に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団若

しくは暴力団員と密接な関係を有する者に該当する団体 

（３）法令又は公序良俗に反する活動を行う団体 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の実施に直接

必要な経費で、別表第１に定めるものとする。 

２ 補助対象とならない経費は、別表第２に定めるものとする。 

３ 国、市町その他県以外の者が交付する補助金、助成金、交付金その他これらに類する財政

的支援の対象となる経費は、補助対象経費としない。ただし、当該財政的支援の対象となる

経費と補助対象経費を明確に区分し、重複して充当しない場合は、この限りでない。 

４ 指定管理者が補助事業を行う場合、指定管理料の対象となる経費は補助対象としない。 

 

（補助金の額及び補助率） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に別表第３に定める補助率を乗じて得た額とし、同表に

定める補助上限額を限度とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額について、補助事業に係る収入及び補助金の合計

額が、補助事業に要した経費の総額を超える場合は、その超える額を限度として減額するも

のとする。 

３ 補助事業の内容又は補助対象経費の変更を承認した場合においても、交付決定した補助

金の額は増額しないものとする。 

４ 補助金の額に 1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「交付申請者」という。）は、規則第４

条の規定により、交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、別に定める期日ま

でに知事に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）収支予算書（様式第３号） 

（３）団体にあっては、誓約書（様式第４号） 

（４）団体にあっては、団体概要書（様式第５号） 

（５）団体にあっては、定款、規約、会則等 

（６）団体にあっては、役員又は構成員に関する名簿（実行委員会の場合は構成団体一覧） 

（７）団体にあっては、直近年度の事業報告書及び収支決算書（（設立後 もない団体で提出で

きない場合を除く。） 

（８）団体にあっては、活動内容がわかる資料（パンフレット、チラシ等） 

 

（交付決定前の事業着手） 

第７条 補助事業の着手は、規則第５条第１項の規定による交付の決定（以下「交付決定」と

いう。）後に行うものとする。ただし、補助事業の円滑な実施上やむを得ない事情がある場

合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書により、交付決定前に着手をしようとする場合は、事前着手承認申請書（様

式第６号）を前条の交付申請書と併せて知事に提出し、承認を受けなければならない。 
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３ 知事は、前項の申請の内容を審査し、適当と認めるときは、事前着手を承認するものとす

る。この場合、交付決定前に要した経費のうち、当該承認を受けた範囲内のものについては、

補助対象経費とすることができる。 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 知事は、第６条の規定による申請があったときは、審査の結果、適当と認めるときは

補助金の交付を決定し、交付申請者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の交付決定にあたり、必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げができる期限） 

第９条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることができる期日は、交付決定

の通知を受けた日から 15 日を経過した日とする。 

 

（変更申請） 

第 10 条 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、規則第 11 条第２項第１号の

規定により補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、変更承認申請書（様

式第７号）に、第６条に規定する書類のうち変更の内容を記載したもの又は変更収支予算書

（様式第８号）を添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 規則第 11 条第２項第１号に規定する軽微な変更は、次のとおりとする。ただし、補助額   

 の変更を伴わないものに限る。 

（１）補助事業の目的の達成に支障がなく、補助対象経費の総額の 20 パーセント以内の範

囲で行う各費目 の配分変更 

（２）補助事業の目的に影響を及ぼさない範囲内における事業内容の変更 

３ 施設整備又は備品購入に係る変更は、前項に規定する軽微な変更には該当しない。 

 

（事業の中止又は廃止） 

第 11 条 補助事業者は、規則第 11 条第２項第２号の規定により補助事業を中止し、又は廃

止しようとするときは、中止（廃止）承認申請書（様式第９号）を知事に提出しなければな

らない。 

２ 知事は、補助事業の中止又は廃止を承認した場合において、既に交付した補助金があると

きは、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

（実績報告） 

第 12 条 補助事業者は、規則第 13 条第１項の規定により補助事業が完了したとき又は補助

事業の廃止の承認を受けたときは、実績報告書（様式第 10号）に次に掲げる書類を添えて

知事に提出しなければならない。 

（１）事業報告書（様式第 11 号） 

（２）収支精算書（様式第 12 号） 

（３）支出内訳書（様式第 13 号） 

（４）支出証拠書類（領収書、請求書、振込書その他支出の事実を証する書類）の写し 

（５）補助事業の実施状況が確認できる書類（写真、チラシ、プログラム等） 

（６）補助事業の効果又は成果目標の達成状況が確認できる書類（アンケート結果等） 

２ 前項の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了した日から 30 日を経過した日又は別に

定める日のいずれか早い日とする。 

 

（消費税等相当額の報告） 

第 13 条 補助事業者は、交付要綱第６条第４項の規定により仕入れに係る消費税等相当額の

報告を行うときは、消費税等相当額報告書（様式第 14 号）を知事に提出しなければならな

い。 
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（補助金の交付） 

第 14 条 この補助金は精算払により交付するものとし、請求に必要な書類は交付請求書（様

式第 15 号）とする。なお、交付要綱第７条第１項に定める請求書の添付書類は省略する。 

２ 規則第 16 条第２項において準用する同条第１項の概算払の請求に必要な書類は、交付請

求書のほか、次のとおりとする。 

（１）請求内訳書（様式第 16 号） 

（２）契約書その他契約内容を確認できる書類の写し（（書面による契約を行っている場合に

限る。） 

３ なお、前項の規定に関わらず、適正な実績報告書提出後の概算払については、請求書に添

付する書類を省略できるものとする。 

 

（取得財産等の処分の制限） 

第 15 条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）について、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理

しなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、規則第 20 条の規定により、知事の承認を受けよう

とするときは、取得財産等の処分承認申請書（様式第 17 号）を知事に提出しなければなら

ない。 

 

（現地調査） 

第 16 条 県は、補助事業の適正な執行を確保するため、必要があると認めるときは現地調査

を行うものとする。 

２ 補助事業者は、前項の調査にあたり、書類の提出その他必要な協力を行わなければならな

い。 

 

（雑則） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和８年７月９日から施行する。 
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別表第１（第４条関係） 

補助対象経費 

区分 内容 

報償費 講師、出演者、指導者、審査員その他これらに類する者への謝金 

旅費 
講師、出演者、指導者、審査員その他これらに類する者への交通費及び

宿泊費 

賃金 補助事業の実施に直接従事する臨時的なスタッフ等に係る賃金 

需用費 消耗品費、印刷製本費、材料費、その他補助事業の実施に必要な需用費 

役務費 
通信運搬費、広告料、保険料その他補助事業の実施に必要な役務の提供

を受けるための経費 

委託料 
制作、運営、記録、警備、設営その他補助事業の実施に必要な業務を委

託するために要する経費 

使用料及び賃借料 
会場使用料、施設使用料、機材、備品その他補助事業の実施に必要な物

品等の借上料 

その他経費 
上記の経費区分により難い経費であって、補助事業の実施に直接必要

であると知事が認める経費 

 

別表第２（第４条関係） 

補助対象とならない経費 

項目 内容 

団体運営に係る経

費 

役員及び職員に係る人件費、旅費、事務所維持費（光熱水費、電話代

等）、事務機器・事務用品等の購入・借用費その他団体等の管理運営に

要する経費 

補助対象として適

当でない経費 

先進事例等の視察に係る旅費、航空・列車・船舶運賃の特別料金（フ

ァーストクラス料金、グリーン車料金等の通常利用を超えるもの）、 

タクシー料金（（公共交通機関の利用が困難である場合その他やむを得

ない場合を除く。）、贈答又は儀礼に要する花代（花束、祝花等）、ガソ

リン代その他補助対象として適当でない経費 

交際等に係る経費 交際費、接待費、手土産代、レセプション・パーティーに係る経費、

打ち上げ費等 

飲食に係る経費 弁当、茶菓、ケータリング等の飲食の提供に係る経費 

賞金等に係る経費 受賞者に対する賞金、賞品、楯、トロフィー、副賞その他これらに類

する経費（賞状の作成に要する経費を除く。） 

記念品・返礼品等に

係る経費 

来場者、寄附者等へ配布する記念品、返礼品、ノベルティグッズその

他これらに類する経費 

販売物等に係る経

費 

販売又は有償頒布を目的とする図録、記録集、書籍、CD、DVD、グッズ

その他の物品の製作又は購入費 

一般管理費 委託契約に係る一般管理費のうち、直接経費の 10 パーセントを超え

る部分 

施設整備・備品購入

に係る経費 

施設整備費及び備品購入費。ただし、補助事業の実施に直接必要であ

り、地域文化の継承又は地域の文化的資源の活用等に資するものであ

って、補助対象経費の総額の２分の１を超えない範囲で、知事が必要

と認める場合に限り対象とする。なお、楽器、美術品その他恒常的な

利用又は保有を目的とする資産の取得に要する経費は対象としない。 

 

別表第３（第５条関係） 

補助区分 補助上限額 補助率 

先導モデル創出型 150 万円 ２分の１以内 

地域文化芸術ステップアップ型 100 万円 
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様式第１号（第６条関係）

様

申請者

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金 交付申請書

年度においてながさき文化のチカラ地域還元支援事業について、ながさき文化のチカラ

　地域還元支援補助金 円を交付されるよう、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎

　県規則第16号）第４条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。

関係書類

事業計画書（様式第２号）

収支予算書（様式第３号）

誓約書（様式第４号）

団体概要書（様式第５号）

その他

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

長崎県知事

記

所在地

名　称

職・氏名

年　月　日
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様式第２号（第６条関係）

１ 基本情報

(1) 事 業 名

(2) 補助区分 (3) 補助年度

(4) 事業類型（複数選択可）

公演・発表 展示・鑑賞 人材育成 伝統文化継承 地域文化資源の活用

交流・共生 情報発信・デジタル活用 その他（ )

(5) 事業全体の概要（100～150字程度）

２ 事業の背景・目的（現状・課題、事業で目指す姿を記入してください。）

３ 今年度の事業計画

(1) 実施内容

(2) 実施期間

(3) 実施場所

(4) 対 象 者

(5) 実施体制・連携先

(6) 実施スケジュール（準備から支払完了までを記入してください。）

実施内容

団体名等

時期（月日）

事 業 計 画 書

～ 事業完了日事業着手日

本事業における役割・業務内容

7



４ ３年間の事業展開

５ 成果目標及び成果指標

(1) 成果目標（３年間で目指す成果を記入してください。）

(2) 成果指標

①

②

③

実績値

取組 重点的な取組

１年目

２年目

３年目

実績値

達成率

達成率 ％

目標値

７ 地域への還元・波及効果
（本事業の実施により地域にもたらされる効果、当該分野や地域外への波及効果について記入してください。）

８ 補助期間終了後の事業展開
（本事業の成果を活かした事業の継続・発展の見込みについて記入してください。）

６ 事業の新規性・発展性
（本事業における新たな取組や工夫、既存事業からの発展・拡充の内容について記入してください。）

１年目 ２年目 ３年目基準値（事業開始前）単位成果指標

目標値

％

目標値

実績値

達成率

％
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収入の部 合計額

本補助金

他の補助金・助成金等

事業収入

入場料・参加費等

販売収入

協賛金・寄附金

広告収入

自己負担

その他収入

支出の部 合計額

補助対象経費

補助対象外経費

９ 事業費推移（各年度の収入の合計額と支出の合計額は一致させてください。）

担当者
（連絡先）

10 補足事項【任意】
（本事業について補足して説明したい事項がある場合は、記入してください。）

FAX番号

所属名

役職 氏名

電話番号

メールアドレス

年度

（見込）

年度 年度

（見込）
区分

（単位：円）
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様式第３号（第６条関係）

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金

１　収入の部

金額(円) 積算内訳

支出合計と一致

２　支出の部

金額(円) 積算内訳

収入合計と一致

※チェック欄（□にチェックを入れてください。）

本収支予算書の金額は、税込で記載しています。

本収支予算書の金額は、税抜で記載しています。

支出合計

使用料及び賃借料

旅費

その他経費

補助対象外経費

委託料

需用費

役務費

賃金

補助対象経費

報償費

収入合計

区　分

区　分

本補助金

広告収入

その他収入

販売収入

協賛金・寄附金

事業収入

入場料・参加費等

他の補助金・助成金等

自己負担

収 支 予 算 書
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様式第４号（第６条関係）

様

申請者

年度ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金の交付申請を行うにあたり、次の事項

　について誓約します。

　　なお、県が必要な場合には、関係機関に照会することについて承諾します。

※チェック欄（市町以外の団体は提出してください。誓約の場合、□にチェックを入れてください。）

1

2

定款又はこれに準ずる規約等を有している。

団体の意思を決定し、執行する組織が確立されている。

適正な会計処理を行うとともに、その内容を確認する体制を有している。

事業を適切に実施する能力を有している。

長崎県税に未納がない。

3

4

暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの

5

6

7

8

9

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を補助事業完了の翌年度から
５年間保存します。

補助事業により取得し、又は効用が増加した財産があるときは適切に管理し、１件あたりの
取得価格又は効用の増加価格が50万円以上の財産を処分制限期間内に処分しようとするとき
は、あらかじめ県の承認を受けます。

(4)

(1)

(2)

(3)

(5)

補助事業に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額については、その額の有無にかかわら
ず、確定後速やかに報告します。また、仕入控除税額がある場合は、当該控除税額に係る補
助金相当額を返還します。

職・氏名

年　月　日

長崎県知事

所在地

名　称

誓　約　書

補助事業を行うにあたり、４の(1)から(3)に掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契約
を締結せず、また、暴力団等に補助等を行いません。

暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに県に報告するとともに、警察に通報
します。

申請内容に虚偽や不正はありません。また、虚偽や不正が判明した場合は、補助金の返還等
に応じます。

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に
規定する暴力団をいう。以下同じ。）

(2)

(3)

当団体は、政治活動を主たる目的とする団体ではありません。また、法令若しくは公序良俗
に反する活動を行う団体でもありません。

当団体及び当団体の構成員等は、次の(1)から(3)のいずれにも該当するものではありませ
ん。また、団体の運営に対し、次の(1)から(3)のいずれの関与もありません。

当団体は、県内に活動の本拠を有しており、次の(1)から(5)の補助対象者の要件を全て満た
しています。
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様式第５号（第６条関係）

年 月 日現在

〒

年 月 日

～

 (注）・市町以外の団体は、作成してください。

・次の書類を添付してください。

定款、規約、会則等

役員又は構成員に関する名簿（実行委員会の場合は構成団体一覧）

直近年度の事業報告書及び収支決算書（設立後間もない団体で提出できない場合を除く。）

活動内容がわかる資料（パンフレット、チラシ等）

不明一般課税 簡易課税

指定者（自治体等）

指定管理期間

※指定管理者のみ記入してください。

管理施設名

団体概要

（１）団体の構成員数 名

（２）消費税及び地方消費税に係る確定申告の状況（いずれかに○）

確定申告を行っていない（免税事業者等）

確定申告を行っている

※定款・規約等に記載がある場合は記入不要

（４）過去３年間の主な文化芸術事業の実績

年度 事業名 概要

（３）団体の設立目的

メールアドレス

ホームページURL

設立年月日

所在地

電話番号 FAX番号

代表者 職
（ふりがな）

氏名

団 体 概 要 書

（ふりがな）

団体名
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様式第６号（第７条関係）

様

申請者

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金 事前着手承認申請書

　　ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金について、下記条件を承諾のうえ事前着手したいの

　で、同補助金実施要綱第７条の規定により申請します。

１　事業着手予定年月日 年 月 日

 事業完了予定年月日 年 月 日

２　事前着手が必要な理由

３　事前着手する内容及び経費

＜条件＞

（１）申請者の責任において事前着手することとし、交付決定にならなかった場合は申請者の

負担となること。

（２）交付決定額が交付申請額に達しない場合においても、異議はないこと。

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

経費区分 金額（円）内容

年　月　日

長崎県知事

所在地

名　称

職・氏名

記
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様式第７号（第10条関係）

様

申請者

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金

年 月 第 号で交付の決定の通知があった

　上記補助金の事業内容を下記のとおり変更したいので、長崎県補助金等交付規則（昭和40年

　長崎県規則第16号）第11条第２項第１号の規定により申請します。

１　変更の内容

２　変更の理由

３　関係書類

事業計画書（様式第２号）

変更収支予算書（様式第８号）

その他（ ）

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

変更承認申請書

記

日付長崎県指令

年　月　日

長崎県知事

所在地

職・氏名

名　称
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様式第８号（第10条関係）

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金

１　収入の部 （単位：円）

変更後(ｲ) 差引額(ｲ)-(ｱ) 積算内訳

支出合計と一致

２　支出の部 （単位：円）

変更後(ｲ) 差引額(ｲ)-(ｱ) 積算内訳

収入合計と一致

※チェック欄（□にチェックを入れてください。）

本変更収支予算書の金額は、税込で記載しています。

本変更収支予算書の金額は、税抜で記載しています。

報償費

旅費

賃金

その他収入

変 更 収 支 予 算 書

区　分

本補助金

他の補助金・助成金等

事業収入

入場料・参加費等

販売収入

協賛金・寄附金

広告収入

自己負担

補助対象外経費

支出合計

変更前(ｱ)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

その他経費

収入合計

区　分

補助対象経費

変更前(ｱ)
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様式第９号（第11条関係）

様

申請者

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金

中止（廃止）承認申請書

年 月 第 号で交付の決定の通知があった

　上記補助金の事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、長崎県補助金等交付規則（昭和

　40年長崎県規則第16号）第11条第２項第２号の規定により申請します。

１ 中止（廃止）の理由

２ 中止（廃止）の時期

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

名　称

年　月　日

長崎県知事

所在地

職・氏名

記

日付長崎県指令

16



様式第10号（第12条関係）

様

申請者

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金 実績報告書

年 月 第 号で交付の決定の通知があった

　ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金について、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎

　県規則第16号）第13条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。

関係書類

事業報告書（様式第11号）

収支精算書（様式第12号）

支出内訳書（様式第13号）

支出証拠書類（領収書、請求書、振込書その他支出の事実を証する書類）の写し

補助事業の実施状況が確認できる書類（写真、チラシ、プログラム等）

補助事業の効果又は成果目標の達成状況が確認できる書類（アンケート結果等）

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

日付長崎県指令

記

年　月　日

長崎県知事

所在地

名　称

職・氏名
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様式第11号（第12条関係）

１ 基本情報

(1) 事 業 名

(2) 補助区分 (3) 補助年度

(4) 事業類型（複数選択可）

公演・発表 展示・鑑賞 人材育成 伝統文化継承 地域文化資源の活用

交流・共生 情報発信・デジタル活用 その他（ )

(5) 事業全体の概要（100～150字程度）

２ 今年度の事業実績

(1) 実施内容

(2) 実施期間

(3) 実施場所

(4) 対 象 者

(5) 実施体制・連携先

(6) 実施スケジュール（準備から支払完了までを記入してください。）

時期（月日） 実施内容

団体名 本事業における役割・業務内容

事業着手日 ～ 事業完了日

事 業 報 告 書
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３ ３年間の事業展開

４ 成果目標及び成果指標

(1) 成果目標の達成状況

(2) 成果指標

①

②

③

計画 実績

氏名

電話番号 FAX番号

実績値

担当者
（連絡先）

所属名

役職

５ 事業の評価・課題

６ 来年度の事業展開

達成率 ％

目標値

実績値

メールアドレス

目標値

達成率 ％

目標値

実績値

達成率 ％

２年目

３年目

成果指標 単位 基準値（事業開始前） １年目 ２年目

取組

１年目

３年目
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様式第12号（第12条関係）

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金

１　収入の部 （単位：円）

決算額(ｲ) 差額(ｲ)-(ｱ) 積算内訳

支出合計と一致

２　支出の部 （単位：円）

決算額(ｲ) 差額(ｲ)-(ｱ) 積算内訳

支出内訳書のとおり

収入合計と一致

収 支 精 算 書

区　分 予算額(ｱ)

本補助金

他の補助金・助成金等

事業収入

入場料・参加費等

販売収入

協賛金・寄附金

広告収入

自己負担

その他収入

収入合計

区　分 予算額(ｱ)

補助対象経費

報償費

旅費

賃金

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

その他経費

補助対象外経費

支出合計
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様式第13号（第12条関係）

支出証拠
書類No 区分 支払日 内容 金額(円) 備考

支 出 内 訳 書
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様式第14号（第13条関係）

様

年度 仕入れに係る消費税等相当額報告書

年 月 第 号で交付決定を受けたながさき文化

　のチカラ地域還元支援補助金の仕入れに係る消費税等相当額について、下記のとおり報告します。

1 長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第14条の規定による確定額又は

実績報告による精算額

金 円

2

含まれていない →　返還額０円

含まれている →　３へ

3 消費税等の確定申告を

行っていない →　返還額０円　理由（消費税の申告義務がない。）

行っている →　４へ

4 申告方法

簡易課税方式 →　返還額０円　理由（簡易課税方式により申告している。）

原則課税 →　５へ

5 消費税等の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額（補助金返還相当額）

金 円 ※返還額がない場合は「０円」と記載してください。

6 ５で０円の場合は、その理由

（添付書類）上記報告書の記載内容を確認できる資料

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

記

１の確定額（又は精算額）の算定基礎となった補助対象経費に、消費税及び地方消費税
（以下「消費税等」という。）が

職・氏名

日付長崎県指令

名　称

年　月　日

長崎県知事

所在地
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様式第15号（第14条関係）

年度 ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金 交付請求書（概算払・精算払）

円

年 月 第 号で（交付の決定・額の確定）の通

　知があったながさき文化のチカラ地域還元支援補助金を上記のとおり交付されるよう、長崎県補

　助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第16条の規定により、請求します。

様

請求者

概算払を必要とする理由

振込口座情報（団体のみ記入）

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

金

日付長崎県指令

年　月　日

長崎県知事

所在地

名　称

職・氏名

金 融 機 関 名 ：

支 店 名 ：

預 金 種 別 ：

口 座 番 号 ：

口座名義（ｶﾅ）：
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様式第16号（第14条関係）

（単位：円）

交付決定額 受領済額 今回請求額 差引残額

（注）概算払の場合のみ作成してください。

　　　契約書その他契約内容を確認できる書類の写し（書面による契約を行っている場合に限る。）

　　　を添付してください。

請 求 内 訳 書
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様式第17号（第15条関係）

様

申請者

　　ながさき文化のチカラ地域還元支援補助金により取得した財産等を下記のとおり処分したい

　ので、同補助金実施要綱第15条第２項の規定により申請します。

１　取得財産の品目

 取得年月日 年 月 日

２　取得価格及び時価 円

３　処分の方法

４　処分の理由

　発行責任者及び担当者

発行責任者 （連絡先 ）

発行担当者 （連絡先 ）

職・氏名

記

年　月　日

長崎県知事

所在地

名　称

取得財産等の処分承認申請書
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